
平成 30 年 10 月

平成 30 年度 令和 9 年度

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

（水道料金） （量水器使用料）

区　分 超過料金 口径

　　用　途 料金 １㎥につき 13㎜ １ヶ月 400円

１ヶ月 8㎥まで 2,200円 230円 20㎜ 〃 470円

〃 10㎥まで 3,000円 280円 25㎜ 〃 490円

〃 20㎥まで 4,800円 210円 30㎜ 〃 610円

〃 50㎥まで 12,000円 140円 40㎜ 〃 700円

〃 100㎥まで 12,000円 130円 50㎜ 〃 2,640円

〃 50㎥まで 12,000円 200円 75㎜ 〃 3,300円

〃 100㎥まで 12,000円 140円

〃 10㎥まで 3,000円 300円

〃 1㎥まで 300円 300円

④ 組　織

　○組織体制

上下水道課長－上水道係長　－主任技師－臨時職員（徴収）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 施設担当係長

　○年齢構成等

20代 0人

30代 0人

40代 3人

50代 2人

60代 0人

合計 5人

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

増毛町水道事業経営戦略(R3年度見直し)

事業の現況

用途別とし、基本料金、超過料金及び量水器使用料（口径別）を賦課している。

61.64 千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）

施 設 利 用 率 39.6

施 設 数

策 定 日 ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

1

供 用 開 始 年 月 日

団 体 及 び 会 社 用

鮮 魚 加 工 用

機 械 冷 却 用

製 氷 用

浴 場 用

臨 時 用

船 舶 用

これまでの主な経営健全化の取組

　　別添経営比較分析表参照　（令和元年度）

 　　料金改定により一般会計からの繰り入れを行わず、必要最小限の維持管理費により事業運営している。

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

増毛町

水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 4,770 ㎥／日

昭和26年12月1日 計 画 給 水 人 口

現 在 給 水 人 口法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

平成11年4月1日

計 画 期 間 ：

2

～

管 路 延 長

水 源

0.41

基本水量

基本料金

5,500

3,516

家 事 用

営 業 用

料金

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  受水 ,  その他 



２．将来の事業環境

（１）

　　過去の給水人口の推移により将来の給水人口を予測しており、令和9年度の給水人口は2,958人と予測している。

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

3,655 3,584 3,516 3,430 3,346 3,265 3,186 3,108 3,032 2,958

（２）

　　給水人口予測により用途別給水量を推計し、今後の水需要を予測している。　給水人口同様、水需要予測も年々減少している。

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

719 723 690 674 657 641 626 610 595 581

539 537 532 519 507 495 483 471 459 448

75.0 74.3 77.1 77.0 77.2 77.2 77.2 77.2 77.1 77.1

（３）

　　給水人口予測による用途別給水量を推計した水需要により、今後の水道料金収入を予測している。　給水人口減少により、水道料金収入も年々減少している。

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

123,082 121,945 107,472 106,870 118,203 117,092 115,992 114,902 113,822 112,753

（４）

　・施設の老朽化度合

　　　既に法定耐用年数（４０年）を超えた管路が存在し、今後更に増加していく状況にある。今後、中長期的な更新計画を策定し、更新事業を実施する。

　・施設の余剰能力の見通し

　　　配水能力4,770㎥／日に対し、令和2年度実績は、日最大2,390㎥／日、日平均1,890㎥／日となっている。今後は人口減少に伴い配水量も減少し、余剰能

　　　力が増加することから、近接の簡易水道事業との統合を検討する。

（５）

　　現在、増毛町定員適正化計画により職員数の削減や定員適正化に努めている。また、今後も積極的に事務事業の見直し、民間委託等を検討する。

３．経営の基本方針

　　　当施設は暑寒別川を水源とし、計画給水人口5,500人、配水能力は日4,770㎥となっている。

　　　当水道事業経営は、過疎化による人口減少及び住民の節水意識の向上により、今後更に給水収益の減少が見込まれ、厳しい経営状況が予想される。そのため、

　 事務事業の見直し、徹底した経営の効率化に取り組み、安心で安全な良質の飲料水を安定的に供給することに努める。

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　・耐用年数を超えた配水管等の更新事業の平準化を図るため、施設等更新計画を策定する。

　・量水器交換工事の他は、年間２百万円の修繕工事を計上する。

　　・水道料金収入は、給水人口予測による用途別給水量を推計した水需要により予測している。

　　・企業債（資本費平準化債を除く。）、繰入金、国庫補助等の収入は見込んでいない。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

給　水　人　口　（人）

年　　度

給水人口の予測

水需要の予測

施設の見通し

組織の見通し

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

年　　度

年間有収水量　（千㎥）

有　収　率　　　（％）

年間配水量　　（千㎥）

料金収入の見通し

年　　度

水道料金収入　　（千円）

目 標 　施設等の更新は必要最低限とする。

目 標 　人口減少等に伴い料金収入は減少するが、当面は一般会計からの繰り入れは行わず料金収入での健全経営に取り組む。

②　収支計画のうち財源についての説明



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　　・委託料は、検針及び料金徴収業務、水質検査業務等を委託し、人件費の削減を図る。

　　・修繕費は、機器等の定期的な点検補修の実施により、経費の削減を図る。

　　・職員給与費は、前年比１％増で計上している。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

特にありません。

令和３年度に見直しを行い、今後は適宜経営戦略の見直しを行う。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

既存の施設・設備の長寿命化に努め、投資の平準化に努める。

広 域 化 近隣自治体との広域化を検討する。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 特にありません。

当面、借り入れの予定はありません。

一般会計からの繰入金はありません。

必要に応じ検討する。民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

そ の 他 の 取 組

現在、料金の改定予定はありませんが、今後、施設の更新等が決定した段階で料金改定を判断する。

繰 入 金

浄水場の更新の際に、人口減少による給水量の減少に伴い、ダウンサイジング及び近接簡易水道事
業との統合を検討する。

施設・設備の更新時に現状に合わせた規模への合理化を図る。

職 員 給 与 費

委 託 料

遊休資産はありません。

そ の 他 の 取 組 特にありません。

企 業 債

修 繕 費

町長部局同様、人事院勧告を参考に決定している。

動 力 費

突発的な故障等が発生しないように、定期点検により計画的な修繕に努める。

料金徴収業務及び検針業務については既に民間委託としているが、更なる合理化を検討する。

電力自由化により、現在契約している電力会社以外との契約も検討する。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

全体総括

年々、給水人口減少のため収益が減少傾向にあり、
経営状況は厳しさを増している。今後は料金改定を
視野に入れた様々な資金調達方法を検討し講じてい
く必要があると考える。施設等の更新事業について
は経営状況を考慮しながら、必要最低限の更新を実
施していく必要がある。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

経常収支比率は平成９年度から１００％を超え、累
積欠損金比率は０％である。企業債残高は財政状況
の悪化により更新事業を抑制していることから年々
減少している。施設利用率は人口減少による給水量
の減少から年々低下している。有収率は大規模な漏
水はないものの、小規模な漏水については増加傾向
にあり上昇に転じていない状況である。

2. 老朽化の状況について

財政状況の悪化から更新事業を抑制しているが、法
定耐用年数を超えた管路等については、年々増加し
ており今まで以上に適切な維持管理に努める。今後
は財政状況等を考慮し、計画的な更新事業を実施す
る必要がある。

2. 老朽化の状況

－

- 53.94 85.66 5,360 3,584 13.00 275.69 【】

369.71 11.42 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A9 非設置 4,222

経営比較分析表（令和元年度決算）
北海道　増毛町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.29 0.41 0.40 0.32 0.81

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 104.93 107.96 111.47 107.68 108.78

平均値 108.35 114.74 104.85 107.64 108.22

46.00

48.00

50.00

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 52.08 54.12 56.15 58.20 60.27

平均値 51.44 52.40 51.89 54.09 52.73

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 4.28 11.36 11.36 11.36 11.36

平均値 11.68 14.01 14.74 18.68 19.91

①経常収支比率(％) 

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 26.85 27.19 27.52 30.84 25.29

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 200.36 167.68 141.76 111.25 83.97

平均値 527.82 477.44 445.85 450.54 348.88

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 600.19 540.79 494.15 450.12 400.55

平均値 488.50 485.75 516.34 496.56 540.38

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 105.15 108.31 112.42 108.27 109.36

平均値 82.42 83.59 83.27 84.90 83.22

180.00

190.00

200.00

210.00

220.00

230.00

240.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 220.54 208.69 201.36 210.94 207.60

平均値 226.99 230.22 228.81 231.90 234.17

37.00

38.00

39.00

40.00

41.00

42.00

43.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 39.02 42.32 42.33 41.29 41.43

平均値 39.91 41.09 38.98 39.61 41.06

69.00

70.00

71.00

72.00

73.00

74.00

75.00

76.00

77.00

78.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 77.56 75.34 74.93 74.97 74.26

平均値 75.62 75.91 75.01 72.96 72.42

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【112.01】 【1.08】 【264.97】 【266.61】 

【89.80】 【60.00】 【168.38】 【103.24】 

【49.59】 【19.44】 【0.68】 



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 126,194 125,690 126,383 122,552 108,184 107,270 118,603 117,492 116,392 115,302 114,222 113,153
(1) 125,452 125,014 123,082 121,945 107,472 106,870 118,203 117,092 115,992 114,902 113,822 112,753
(2) (B) 2,660
(3) 742 676 641 607 712 400 400 400 400 400 400 400

２． 15,915 15,107 14,432 14,344 27,525 26,306 9,877 8,277 7,513 7,374 7,364 7,369
(1) 13,185 13,700

13,185 13,700
(2) 15,803 15,106 14,427 14,340 14,340 12,606 9,877 8,277 7,513 7,374 7,364 7,369
(3) 112 1 5 4

(C) 142,109 140,797 140,815 136,896 135,709 133,576 128,480 125,769 123,905 122,676 121,586 120,522
１． 113,196 109,776 116,065 112,949 114,420 111,124 106,238 102,552 102,297 101,907 102,078 102,650
(1) 34,722 35,472 36,910 38,421 38,936 39,519 39,893 40,292 40,695 41,102 41,513 41,929

14,975 15,256 16,696 17,110 17,291 17,511 17,687 17,864 18,043 18,224 18,407 18,592

19,747 20,216 20,214 21,311 21,645 22,008 22,206 22,428 22,652 22,878 23,106 23,337
(2) 14,668 13,253 20,454 15,358 15,930 15,834 15,780 15,808 16,600 16,278 16,040 16,214

1,724 1,759 1,782 1,806 1,761 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800
3,039 2,225 3,231 3,885 4,649 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500

174 56 201 383 361 100 100 100 100 100 100 100
9,731 9,213 15,240 9,284 9,159 10,434 10,380 10,408 11,200 10,878 10,640 10,814

(3) 63,806 61,051 58,701 59,170 59,554 55,771 50,565 46,452 45,002 44,527 44,525 44,507
２． 18,433 16,537 14,706 12,897 11,209 9,125 7,235 5,415 3,928 2,635 1,641 918
(1) 18,433 16,537 14,706 12,863 10,971 9,125 7,235 5,415 3,928 2,635 1,641 918
(2) 34 238

(D) 131,629 126,313 130,771 125,846 125,629 120,249 113,473 107,967 106,225 104,542 103,719 103,568
(E) 10,480 14,484 10,044 11,050 10,080 13,327 15,007 17,802 17,680 18,134 17,867 16,954
(F) 144
(G) 40 49
(H) 104 △ 49

10,584 14,484 9,995 11,050 10,080 13,327 15,007 17,802 17,680 18,134 17,867 16,954
(I)
(J) 108,110 97,737 82,978 61,717 64,249 63,151 69,713 79,693 86,213 85,317 84,630 89,495

1,306 1,276 2,198 1,487 1,195 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300
(K) 65,251 68,943 74,590 73,496 75,182 76,573 68,204 65,446 58,021 51,348 45,728 36,606

60,675 63,739 65,569 67,466 69,423 71,338 62,935 60,147 52,692 45,989 40,339 31,187

2,266 2,734 6,349 3,257 2,854 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 126,194 125,690 123,723 122,552 108,184 107,270 118,603 117,492 116,392 115,302 114,222 113,153

(N)

(O)

(P) 126,194 125,690 123,723 122,552 108,184 107,270 118,603 117,492 116,392 115,302 114,222 113,153

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度本年度 R4年度 R5年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 22,200 32,200 30,600 24,700 19,400 8,600

22,200 26,200 30,600 24,700 19,400 8,600

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８． 222

９． 13

(A) 13 22,200 32,422 30,600 24,700 19,400 8,600

(B)

(C) 13 22,200 32,422 30,600 24,700 19,400 8,600

１． 17,050 13,040 11,018 10,384 9,405 15,480 8,395 7,762 7,902 12,091 10,226 8,888

２． 57,052 60,675 63,739 65,574 67,466 69,424 71,338 62,935 60,147 52,692 45,489 40,339

３．

４．

５．

(D) 74,102 73,715 74,757 75,958 76,871 84,904 79,733 70,697 68,049 64,783 55,715 49,227

(E) 74,102 73,702 74,757 75,958 54,671 52,482 49,133 45,997 48,649 56,183 55,715 49,227

１． 47,859 45,945 45,372 45,869 46,540 44,298 40,688 38,175 37,489 37,153 37,161 37,138

２． 24,980 26,792 28,570 29,321 7,276 6,775 7,682 7,116 10,442 17,931 17,624 11,281

３．

４． 1,263 965 815 768 855 1,409 763 706 718 1,099 930 808

(F) 74,102 73,702 74,757 75,958 54,671 52,482 49,133 45,997 48,649 56,183 55,715 49,227

(G)

(H) 678,434 617,759 554,020 488,446 443,180 405,956 365,218 326,983 286,236 242,144 196,655 156,316

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）
R9年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

本年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R8年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

R6年度 R7年度 R8年度

他 会 計 負 担 金

R9年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 R4年度 R5年度
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